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第一部 【企業情報】



第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後1株当り中間純利益については、中間純損失のため、記載しておりません。 

３ 潜在株式調整後1株当り中間純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

４ 潜在株式調整後1株当り中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため及び中間(当期)純損失の

ため、記載しておりません。 

  

回次 第69期中 第70期中 第71期中 第69期 第70期

会計期間

自 平成17年 
  １月１日 
至 平成17年 
  ６月30日

自 平成18年
  １月１日 
至 平成18年 
  ６月30日

自 平成19年
  １月１日 
至 平成19年 
  ６月30日

自 平成17年 
  １月１日 
至 平成17年 
  12月31日

自 平成18年
  １月１日 
至 平成18年 
  12月31日

売上高 (千円) 84,079 142,407 183,304 350,812 357,801

経常利益又は 
経常損失(△)

(千円) △63,533 105,789 △123,189 △101,879 △59,943

中間純利益又は 
中間(当期)純損失(△)

(千円) △64,043 105,149 △123,829 △103,159 △61,223

純資産額 (千円) 2,357,265 9,474,559 9,723,695 9,558,691 9,569,667

総資産額 (千円) 10,825,198 10,060,772 10,304,341 10,273,086 10,179,997

１株当たり純資産額 (円) 2.22 6.95 7.13 7.01 7.02

１株当たり中間純利益
又は中間(当期)純損失
(△)

(円) △0.06 0.08 △0.09 △0.09 △0.04

潜在株式調整後 
１株当たり 
中間(当期)純利益

(円) （注）２ ― （注）３ ― （注）４ ― （注）４ ― （注）４ ―

自己資本比率 (％) 21.8 94.2 94.4 93.0 94.0

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △110,483 729,492 1,376,003 △349,352 △2,387,929

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 7,928,923 ― ─ 5,522,888 1,208,808

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △6,797 △6,853 △7,123 △13,699 △13,869

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(千円) 9,167,629 6,680,978 6,621,428 6,088,211 4,943,406

従業員数
[外、平均臨時雇用者数]

(人)
16 

[ 2]
14

[ 2]
13

[ ─]
15 

[ 2]
13

[ ─]



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため及び中間(当期)純損失

のため記載しておりません。 

  

回次 第69期中 第70期中 第71期中 第69期 第70期

会計期間

自 平成17年 
  １月１日 
至 平成17年 
  ６月30日

自 平成18年
  １月１日 
至 平成18年 
  ６月30日

自 平成19年
  １月１日 
至 平成19年 
  ６月30日

自 平成17年 
  １月１日 
至 平成17年 
  12月31日

自 平成18年
  １月１日 
至 平成18年 
  12月31日

売上高 (千円) 78,347 121,692 183,304 213,097 336,967

経常利益又は
経常損失(△)

(千円) 14,180 2,615 △75,228 5,432 17,630

中間(当期)純利益又は
中間(当期)純損失(△)

(千円) 13,705 2,010 △75,833 4,222 △143,081

資本金 (千円) 1,894,263 5,794,263 5,794,263 5,794,263 5,794,263

発行済株式総数 (千株) 1,063,000 1,362,999 1,362,999 1,362,999 1,362,999

純資産額 (千円) 1,907,186 9,699,514 9,478,417 9,697,514 9,554,336

総資産額 (千円) 9,834,728 9,845,537 9,593,465 9,897,229 9,650,016

１株当たり純資産額 (円) 1.79 7.12 6.95 7.12 7.01

１株当たり中間(当期) 
純利益又は中間(当期)
純損失(△)

(円) 0.01 0.00 △0.06 0.00 △0.11

潜在株式調整後 
１株当たり 
中間(当期)純利益

(円) 0.01 （注）２ ― （注）３ ― （注）２ ― （注）３ ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ─ ― ─

自己資本比率 (％) 19.4 98.5 98.8 98.0 99.0

従業員数
[外、平均臨時雇用者数]

(人)
13 

[ 2]
8

[ 2]
8

[─]
9 

[ 2]
8

[─]



２ 【事業の内容】 

  

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要な変更はあ

りません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  
  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 事業の種類別セグメントにおける従業員数 

平成19年６月30日現在 

 
(注) 従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除く就業人員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年６月30日現在 

 
(注) 従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除く就業人員であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

音響・映像機器事業 6

その他の事業 1 

全社（共通） 6 

合計 13

従業員数(人) 8



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、原油価格の高騰や金利上昇などによる不安要素があるものの、設

備投資の増加や企業収益の拡大、雇用情勢の改善など、景気は回復基調にあります。一方、世界経済において

は、中国経済は依然上昇傾向にあるものの、原油価格の急騰や、中東情勢の悪化等により、先行きは不透明であ

ります。 

このような状況下、当社グループは、引き続き、新規顧客の開拓を推し進め、事業規模の拡大に努めてまいり

ました。 

これらの結果、当中間連結会計期間の売上高は前年同期の142,407千円から183,304千円（28.7%増）となりま

した。営業損失は、前年同期の99,334千円から85,689千円（13.7%減）、経常損益は、前年同期の105,789千円の

利益から123,189千円の損失、中間純損益は、前年同期の105,149千円の利益から123,829千円の損失となりまし

た。 

  

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりです。 

  
① 音響・映像機器事業 

ホームシアター・スピーカーやアンプ等の音響機器およびＤＶＤプレーヤー等の映像機器の販売により、当

中間連結会計期間の売上高は、前年同期の80,016千円から120,844千円（前年同期比51.0%増）、営業損失は前

年同期の6,456千円から13,467千円となりました。 

  

② その他の事業 

アフターサービスや不動産賃貸事業などにより、当中間連結会計期間の売上高は前年同期の62,391千円から

62,459千円（前年同期比0.1%増）、営業利益は前年同期の15,415千円から16,354千円（同6.1%増）となりまし

た。 

  

所在地別セグメントの業績は次のとおりです。 

  

（日本） 

当中間連結会計期間の売上高は前年同期の121,692千円から183,304千円（前年同期比50.6%増）、営業損益は

前年同期の22,697千円の利益から71,118千円の損失となりました。 

  

（アジア） 

当中間連結会計期間の売上高は前年同期の45,944千円から120,390千円（前年同期比162.0%増）、営業損失は

前年同期の6,828千円から13,817千円となりました。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、未収入金の減少等により

6,621,428千円となり、前連結会計年度末に比べ1,678,021千円増加いたしました。 

なお、当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローは次の通りであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果増加した資金は、1,376,003千円（前年同期は729,492千円増加）となりました。その主な増加

要因は、未収入金の減少1,634,566千円及びその他営業活動による支出230,102千円であります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローはありません（前年同期の同キャッシュ・フローはありません）。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果減少した資金は、7,123千円（前年同期は6,853千円減少）となりました。その主な減少要因

は、短期借入金の返済による支出7,037千円であります。 

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

該当事項はありません。 

  

(2) 受注状況 

該当事項はありません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当グループが対処すべき課題について、重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、新たに締結した、または重要な変更もしくは解約を行った経営上の重要

な契約等はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当中間連結会計期間においては研究開発投資は行っておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称

当中間連結会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

(千円)

前年同期比(％)

音響・映像機器事業 120,844 51.0

その他の事業 62,459 0.1

合計 183,304 28.7



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

該当事項はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当するものはありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当するものはありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 3,200,000,000

計 3,200,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年６月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年９月27日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 1,362,999,999 1,362,999,999

東京証券取引所
第一部 
大阪証券取引所 
第一部

完全議決権株式であり、権利
内容等に何ら限定のない当社
における標準となる株式

計 1,362,999,999 1,362,999,999 ― ―

年月日
発行済株式
総数増減数 

(株)

発行済株式 
総数残高 
(株)

資本金増減額
  

(千円)

資本金残高
  

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

  平成19年6月30日 ― 1,362,999,999 ― 5,794,263 ― 3,900,000



(5) 【大株主の状況】 

平成19年６月30日現在 

 
(注) １ 前事業年度末現在主要株主でありましたモルガン・スタンレー・アンド・カンパニー・インターナショナ

ル・リミテッドは、当中間期末では主要株主ではなくなりました。 

(注) ２ 証券保管振替機構名義の株式は34,356千株であります。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

バリカン・インベストメンツ・
コーポレーション
(常任代理人 椿 康雄）

英国領ヴァージン諸島トートラ
(東京都港区六本木6丁目10番1号
六本木ヒルズ森タワー34階)

272,380 19.98

ハイテック・プレシジョン・プ
ロダクツ・リミテッド
(常任代理人 椿 康雄）

英国領ヴァージン諸島トートラ
(東京都港区六本木6丁目10番1号) 
六本木ヒルズ森タワー34階)

122,081 8.96

エイチエスビーシー・ホンコ
ン・コーポレート・トラスト・
アンド・ローン・エージェンシ
ー ・ディビジョン・ハイテッ
ク・プレシジョン・リミテッド
(常任代理人 香港上海銀行 東

京支店）

中国香港特別行政区
(東京都中央区日本橋3丁目11番1号) 

86,890 6.38

エスアイエス・セガ・インター
セトル・エージー
(常任代理人 株式会社三菱東京

ＵＦＪ銀行決済事業部）

スイス オルテン市
(東京都千代田区丸の内2丁目7番1号) 

43,174 3.17

ナカミチ・マレーシア・エス
ディーエヌ・ビーエイチディ
ー
(常任代理人 椿 康雄）

マレーシア クアラルンプール市
(東京都港区六本木6丁目10番1号
六本木ヒルズ森タワー34階)

27,495 2.02

赤井電機株式会社 東京都渋谷区東2丁目23番3号 10,000 0.73

日本マスタートラスト信託銀
行株式会社(信託口)

東京都港区浜松町2丁目11番3号 8,937 0.66

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社(信
託口)

東京都千代田区丸の内1丁目4番5号 6,570 0.48

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町1丁目2番10号 6,270 0.46

オリックス証券株式会社
東京都中央区日本橋人形町1丁目3-8
沢の鶴人形町ビル6Ｆ 業務管理部

6,200 0.45

計 ― 589,997 43.29



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年６月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が34,356,000株(議決権34,356個)含ま

れております。 

２ 「単元未満株式」には、当社所有の自己株式877株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年６月30日現在 

 
(注) このほか、株主名簿上は当社名義となっているが、実質的に所有していない株式が6,000株(議決権6個)ありま

す。 

なお、当該株式は、「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」に含まれております。 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 上記の株価は東京証券取引所市場第一部によるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 58,000

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

1,362,467,000 1,362,467
同上

単元未満株式
普通株式

474,999
― 同上

発行済株式総数 1,362,999,999 ― ―

総株主の議決権 ― 1,362,467 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

（自己株式） 
山水電気株式会社

東京都渋谷区東2丁目23番3
号

58,000 ─ 58,000 0.00

計 ― 58,000 ─ 58,000 0.00

月別 平成19年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高(円) 26 24 24 23 23 13

最低(円) 23 21 21 21 9 11



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間(平成18年１月１日から平成18年６月30日まで)は、改正前の中間連結財務

諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成19年１月１日から平成19年６月30日まで)は、改正後の中

間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成18年１月１日から平成18年６月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間(平成19年１月１日から平成19年６月30日まで)は、改正後の中間財務諸表

等規則に基づいて作成しております。 

  

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成18年１月１日から平成18年

６月30日まで)及び前中間会計期間(平成18年１月１日から平成18年６月30日まで)並びに当中間連結会計

期間(平成19年１月１日から平成19年６月30日まで)及び当中間会計期間(平成19年１月１日から平成19年

６月30日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表について、監査法人 アリアにより中間監査を受け

ております。 

  

  

  

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年６月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年６月30日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成18年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 6,680,978 6,621,428 4,943,406

 ２ 受取手形及び 
   売掛金

14,579 13,747 12,103

 ３ たな卸資産 25,164 38,258 63,970

 ４ 未収入金 1,246,269 1,462,638 3,035,720

 ５ その他 7,711 11,069 7,163

 ６ 貸倒引当金 △30 △67 △38

   流動資産合計 7,974,673 79.3 8,147,074 79.1 8,062,325 79.2

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産 ※１

  １ 建物 ※２ 168,255 161,531 163,984

  ２ 工具・器具 
    及び備品

4,228 3,480 2,727

  ３ 車両運搬具 1,150 783 932

  ４ 土地 ※２ 694,904 694,904 694,904

   有形固定資産 
   合計

868,538 8.6 860,700 8.3 862,548 8.5

 (2) 無形固定資産 1,108 0.0 996 0.0 1,052 0.0

 (3) 投資その他の 
   資産

  １ 投資有価証券 1,152,430 1,232,730 1,191,230

  ２ その他 63,268 62,841 63,268

  ３ 貸倒引当金 △427 ― △427

   投資その他の 
   資産合計

1,215,271 12.1 1,295,571 12.6 1,254,071 12.3

   固定資産合計 2,084,917 20.7 2,157,267 20.9 2,117,671 20.8

Ⅲ 繰延資産

  １ 社債発行費 1,181 ― ―

   繰延資産合計 1,181 0.0 ― ― ― ―

   資産合計 10,060,772 100.0 10,304,341 100.0 10,179,997 100.0



 
  

  

前中間連結会計期間末

(平成18年６月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年６月30日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成18年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 4,263 51,033 65,992

 ２ １年以内返済 
   予定長期借入金

※２ 13,964 14,412 14,187

 ３ 未払金 89,034 44,392 34,114

 ４ 未払法人税等 11,140 11,140 11,046

 ５ 預り金 1,893 1,164 7,541

 ６ 展示商品販売促 
   進費引当金

1,584 1,584 1,584

 ７ その他 6,252 14,798 26,481

   流動負債合計 128,133 1.3 138,526 1.3 160,947 1.6

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※２ 422,675 408,262 415,526

 ２ 長期未払退職金 15,435 13,887 13,887

 ３ 預り敷金 19,968 19,968 19,968

   固定負債合計 458,080 4.5 442,119 4.3 449,382 4.4

   負債合計 586,213 5.8 580,646 5.6 610,329 6.0

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 5,794,263 57.6 5,794,263 56.2 5,794,263 56.9

 ２ 資本剰余金 3,900,034 38.8 3,900,038 37.8 3,900,038 38.3

 ３ 利益剰余金 △26,350 △0.3 △316,553 △3.0 △192,723 △1.9

 ４ 自己株式 △1,017 △0.0 △1,192 △0.0 △1,106 △0.0

   株主資本合計 9,666,930 96.1 9,376,556 91.0 9,500,471 93.3

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ 為替換算調整 
   勘定

△192,371 △1.9 347,139 3.4 69,195 0.7

   評価・換算差額 
   等合計

△192,371 △1.9 347,139 3.4 69,195 0.7

   純資産合計 9,474,559 94.2 9,723,695 94.4 9,569,667 94.0

   負債純資産合計 10,060,772 100.0 10,304,341 100.0 10,179,997 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

  

前中間連結会計期間

(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前連結会計年度 
要約連結損益計算書

(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比 
(％)

Ⅰ 売上高 142,407 100.0 183,304 100.0 357,801 100.0

Ⅱ 売上原価 ※４ 118,338 83.1 157,711 86.0 306,302 85.6

   売上総利益 24,069 16.9 25,592 14.0 51,498 14.4

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費

※１ 
 ４

123,404 86.7 111,281 60.7 227,135 63.5

   営業損失 99,334 △69.8 85,689 △46.7 175,637 △49.1

Ⅳ 営業外収益 ※２ 213,364 149.8 57,545 31.4 138,077 38.6

Ⅴ 営業外費用 ※３ 8,239 5.7 95,045 51.9 22,383 6.3

   経常利益又は 
   経常損失(△)

105,789 74.3 △123,189 △67.2 △59,943 △16.8

   税金等調整前中間純 
   利益又は税金等調整 
   前中間(当期)純損失 
   (△)

105,789 74.3 △123,189 △67.2 △59,943 △16.8

   法人税、住民税 
   及び事業税

640 0.4 640 0.3 1,280 0.3

   中間純利益又は中間 
   （当期）純損失(△)

105,149 73.8 △123,829 △67.6 △61,223 △17.1



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成17年12月31日残高(千円) 5,794,263 3,900,011 △131,499 △982 9,561,791

中間連結会計期間中の変動額

 自己株式処分差益 23 23

 中間純利益 105,149 105,149

 自己株式の取得 △65 △65

 自己株式の処分 31 31

株主資本以外の項目の中間連
結会計期間中の変動額(純額)

―

中間連結会計期間中の変動額
合計 (千円)

― 23 105,149 △34 105,138

平成18年６月30日残高(千円) 5,794,263 3,900,034 △26,350 △1,017 9,666,930

評価・換算差額等
純資産合計為替換算 

調整勘定
評価・換算
差額等合計

平成17年12月31日残高(千円) △3,100 △3,100 9,558,691

中間連結会計期間中の変動額

 自己株式処分差益 23

 中間純利益 105,149

 自己株式の取得 △65

 自己株式の処分 31

株主資本以外の項目の中間連
結会計期間中の変動額(純額)

△189,270 △189,270 △189,270

中間連結会計期間中の変動額
合計 (千円)

△189,270 △189,270 △84,132

平成18年６月30日残高(千円) △192,371 △192,371 9,474,559



当中間連結会計期間(自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日) 

  

 
  

 
  

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年12月31日残高(千円) 5,794,263 3,900,038 △192,723 △1,106 9,500,471

中間連結会計期間中の変動額

 中間純損失 △123,829 △123,829

 自己株式の取得 △85 △85

株主資本以外の項目の中間連
結会計期間中の変動額(純額)

─

中間連結会計期間中の変動額
合計 (千円)

△123,829 △85 △123,915

平成19年６月30日残高(千円) 5,794,263 3,900,038 △316,553 △1,192 9,376,556

評価・換算差額等
純資産合計為替換算 

調整勘定
評価・換算
差額等合計

平成18年12月31日残高(千円) 69,195 69,195 9,569,667

中間連結会計期間中の変動額

 中間純損失 △123,829

 自己株式の取得 △85

株主資本以外の項目の中間連
結会計期間中の変動額(純額)

277,944 277,944 277,944

中間連結会計期間中の変動額
合計 (千円)

277,944 277,944 154,028

平成19年６月30日残高(千円) 347,139 347,139 9,723,695



前連結会計年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 

  

 
  

 
  

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成17年12月31日残高(千円) 5,794,263 3,900,011 △131,499 △982 9,561,791

連結会計年度中の変動額

 自己株式処分差益 27 27

 当期純損失 △61,223 △61,223

 自己株式の取得 △165 △165

 自己株式の処分 41 41

株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額(純額)

―

連結会計年度中の変動額合計 
(千円)

― 27 △61,223 △123 △61,319

平成18年12月31日残高(千円) 5,794,263 3,900,038 △192,723 △1,106 9,500,471

評価・換算差額等
純資産合計為替換算 

調整勘定
評価・換算
差額等合計

平成17年12月31日残高(千円) △3,100 △3,100 9,558,691

連結会計年度中の変動額

 自己株式処分差益 27

 当期純損失 △61,223

 自己株式の取得 △165

 自己株式の処分 41

株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額(純額)

72,295 72,295 72,295

連結会計年度中の変動額合計 
(千円)

72,295 72,295 10,975

平成18年12月31日残高(千円) 69,195 69,195 9,569,667



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

 

前中間連結会計期間

(自平成18年１月１日
至平成18年６月30日)

当中間連結会計期間

(自平成19年１月１日
至平成19年６月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自平成18年１月１日
至平成18年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前中間純利益又は
   税金等調整前中間（当期） 
   純損失(△)

105,789 △123,189 △ 59,943

 ２ 減価償却費 3,473 3,284 6,720

 ３ 貸倒引当金の減少額 △758 △398 △ 750

 ４ 受取利息及び受取配当金 △54,867 △55,357 △ 112,802

 ５ 支払利息 6,980 6,761 13,852

 ６ 為替差損 ─ 84,580 ─

 ７ 社債発行費償却 1,181 ─ 2,363

 ８ 売上債権の増減額(△は増加) 83,940 △1,021 86,415

 ９ たな卸資産の増減額 
   （△は増加）

541 26,407 △ 38,264

 10 未収入金の増減額(△は増加) ― 1,634,566 △ 2,466,912

 11 預け金の減少額 94,456 ─ 94,456

 12 仕入債務の増減額(△は減少) △2,820 △16,821 58,908

 13 その他営業活動による 
   キャッシュ・フロー

444,349 △230,102 △ 69,600

    小計 682,266 1,328,709 △ 2,485,556

 14 利息及び配当金の受取額 54,867 55,357 112,802

 15 利息の支払額 △7,001 △6,783 △ 13,895

 16 法人税等の支払額 △640 △1,280 △ 1,280

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

729,492 1,376,003 △ 2,387,929

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー
 １ 投資有価証券の売却 
   による収入

― ─ 1,208,808

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

― ─ 1,208,808

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 短期借入金の返済による支出 △6,818 △7,037 △ 13,746

 ２ 自己株式の処分および 
   取得による純支出

△34 △85 △ 123

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△6,853 △7,123 △ 13,869

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額

△129,871 309,141 48,185

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  増加額(減少額△）

722,639 1,678,021 △ 1,144,805

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 6,088,211 4,943,406 6,088,211

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

6,680,978 6,621,428 4,943,406



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

当社グループは当中間連結会計

期間を含め、継続的に営業損失を

計上しております。当該状況によ

り、継続企業の前提に関する重要

な疑義が存在しておりますが、当

社グループは、グランデ・グルー

プの支援のもとで経営構造改革に

取組んでおります。この経営構造

改革は、引き続き同グループの支

援のもと、売上の増大ならびにコ

ストの削減等により、営業収支の

改善に努めてまいります。同グル

ープの支援の継続如何は、当社グ

ループの財政状態及び事業継続に

重大な影響を及ぼす可能性があり

ます。

中間連結財務諸表は継続企業を

前提として作成されており、この

ような重要な疑義の影響を中間連

結財務諸表には反映しておりませ

ん。

同左 当社グループは当連結会計年度

を含め、継続的に営業損失を計上

しております。当該状況により、

継続企業の前提に関する重要な疑

義が存在しておりますが、当社グ

ループは、グランデ・グループの

支援のもとで経営構造改革に取組

んでおります。この経営構造改革

は、引き続きグランデ・グループ

の支援のもと、売上の増大ならび

にコストの削減等により、営業収

支の改善に努めてまいります。同

グループの支援の継続如何は、当

社グループの財政状態及び事業継

続に重大な影響を及ぼす可能性が

あります。

連結財務諸表は継続企業を前提

として作成されており、このよう

な重要な疑義の影響を連結財務諸

表には反映しておりません。



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

１ 連結の範囲に関する事項

(1)連結子会社の数   ２社

㈲山水電気ＳＰＶ

サンスイ・セールス・ピー

ティーイー・リミテッド

１ 連結の範囲に関する事項

(1)連結子会社の数   ３社

㈲山水電気ＳＰＶ

サンスイ・セールス・ピー

ティーイー・リミテッド

サンスイ・カデン・リミテ

ッド

１ 連結の範囲に関する事項

(1)連結子会社の数   ３社

㈲山水電気ＳＰＶ

サンスイ・セールス・ピー

ティーイー・リミテッド

サンスイ・カデン・リミテ

ッド

当連結会計年度において、

サンスイ・カデン・リミテ

ッドを新たに設立したこと

に伴い連結範囲に含めてお

ります。

(2)非連結子会社の数  ２社

福島サンスイ株式会社及び

ターギー・リミテッドは営

業活動を中止しているた

め、連結の範囲に含めてお

りません。

(2)非連結子会社の数  ２社

同左

(2)非連結子会社の数  ２社

同左

２ 持分法の適用に関する事項

持分法を適用しない非連結子

会社        ２社

非連結子会社２社は、いずれ

も中間連結純損益及び連結利

益剰余金等に及ぼす影響が軽

微であり、全体としても中間

連結財務諸表に重要な影響を

及ぼしていないので、これら

の会社に対する投資について

は持分法を適用せず原価法に

より評価しております。

２ 持分法の適用に関する事項

持分法を適用しない非連結子

会社        ２社

福島サンスイ株式会社及びタ

ーギー・リミテッドは営業活

動を中止しているため、持分

法を適用しておりません。

２ 持分法の適用に関する事項

持分法を適用しない非連結子

会社        ２社

福島サンスイ株式会社及びタ

ーギー・リミテッドは営業活

動を中止しているため、持分

法を適用しておりません。

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

連結子会社の中間決算日は、

中間連結財務諸表提出会社の

中間連結決算日とすべて一致

しております。

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

同左

３ 連結子会社の決算日等に関する

事項

連結子会社の決算日は、連結

財務諸表提出会社の連結決算

日とすべて一致しておりま

す。



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

４ 会計処理基準に関する事項

(1)重要な資産の評価基準及び評価

方法

その他有価証券

時価のないもの

総平均法による原価法によ

っております。

４ 会計処理基準に関する事項

(1)重要な資産の評価基準及び評価

方法

その他有価証券

時価のないもの

同左

４ 会計処理基準に関する事項

(1)重要な資産の評価基準及び評価

方法

その他有価証券

時価のないもの

同左

たな卸資産

中間連結財務諸表提出会社

の製品については先入先出

法による原価法であり、貯

蔵品については移動平均法

による原価法であります。

たな卸資産

中間連結財務諸表提出会社

の貯蔵品については移動平

均法による原価法でありま

す。また、サンスイ・セー

ルス・ピーティーイー・リ

ミテッドの商品については

先入先出法による原価法で

あります。

たな卸資産

連結財務諸表提出会社の貯

蔵品については移動平均法

による原価法であります。

またサンスイ・セールス・

ピーティーイー・リミテッ

ドの商品については先入先

出法による原価法でありま

す。

 

(2)重要な減価償却資産の減価償却

の方法

有形固定資産

中間連結財務諸表提出会社お

よび有限会社山水電気ＳＰＶ

の建物は定額法、その他は定

率法によっております。ま

た、サンスイ・セールス・ピ

ーティーイー・リミテッドは

定額法によっております。な

お、主な耐用年数は次の通り

であります。

建物 10年～38年

工具・器具
及び備品

2年～6年

車両運搬具 6年

(2)重要な減価償却資産の減価償却

の方法

有形固定資産

同左

(2)重要な減価償却資産の減価償却

の方法

有形固定資産

連結財務諸表提出会社および

有限会社山水電気ＳＰＶの建

物は定額法、その他は定率法

によっております。また、サ

ンスイ・セールス・ピーティ

ーイー・リミテッドは定額法

によっております。なお、主

な耐用年数は次の通りであり

ます。

建物 10年～38年

工具・器具
及び備品

2年～6年

車両運搬具
6年

(3)重要な繰延資産の処理方法

社債発行費

：社債発行期間（3年）に亘り

均等償却しております。

(3)重要な繰延資産の処理方法

―――――

(3)重要な繰延資産の処理方法

社債発行費

：社債発行期間（3年）に亘り

均等償却しております。

(4)重要な外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、中間

決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。

なお、在外子会社の資産及び

負債は中間決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、収

益及び費用は期中平均相場に

より円貨に換算し、換算差額

は純資産の部における為替換

算調整勘定に含めて計上して

おります。

(4)重要な外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算の基準

同左

(4)重要な外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、決算

日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。な

お、在外子会社の資産及び負

債は決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、収益及び

費用は期中平均相場により円

貨に換算し、換算差額は純資

産の部における為替換算調整

勘定に含めて計上しておりま

す。



 
  

  

前中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

(5)重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

：債権の貸倒に備えるため、一

般債権については貸倒実績率

による計算額、貸倒懸念債権

等の特定債権については、個

別に回収可能性を検討し回収

不能見込額を計上しておりま

す。

(5)重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

同左

(5)重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

同左

展示商品販売促進費引当金

：中間連結財務諸表提出会社は

過去に小売店に販売した製品

のうち、小売店内に展示して

あるものの販売を促進するた

めに、一定金額の事後値引き

に応じることから生じる費用

の見積額を引当計上しており

ます。

展示商品販売促進費引当金

同左

展示商品販売促進費引当金

：連結財務諸表提出会社は過去

に小売店に販売した製品のう

ち、小売店内に展示してある

ものの販売を促進するため

に、一定金額の事後値引きに

応じることから生じる費用の

見積額を引当計上しておりま

す。

(6)重要なリース取引の会計処理方法

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。

(6)重要なリース取引の会計処理方法

―――――

(6)重要なリース取引の会計処理方法

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。

(7)消費税等の会計処理方法

消費税等の会計処理は、税抜方

式によっております。

(7)消費税等の会計処理方法

同左

(7)消費税等の会計処理方法

同左

５ 連結子会社の資産及び負債の評

価に関する事項

連結子会社の資産及び負債

の評価については、全面時

価評価法を採用しておりま

す。

５ 連結子会社の資産及び負債の評

価に関する事項

同左

５ 連結子会社の資産及び負債の評

価に関する事項

同左

６ 中間連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲

中間連結キャッシュ・フロー

計算書における資金（現金及

び現金同等物）は手許現金、

随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少

なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなって

おります。

６ 中間連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲

同左

６ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算

書における資金（現金及び現

金同等物）は手許現金、随時

引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっておりま

す。



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

(固定資産の減損に係る会計基準)

当中間連結会計期間より、固定資

産の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平

成14年8月9日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号）を適用しております。

これによる損益に与える影響はあ

りません。

─────── (固定資産の減損に係る会計基準)

当連結会計年度より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年8月9日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第６号）を適

用しております。

これによる損益に与える影響はあ

りません。

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等)

当中間連結会計期間から「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準委員会 平

成17年12月９日 企業会計基準第５

号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。

これによる損益に与える影響はあ

りません。

なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は9,474,559千円で

あります。

中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中

間連結貸借対照表の純資産の部につ

いては、改正後の中間連結財務諸表

規則により作成しております。

─────── (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等)

当連結会計年度から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号）

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。

これによる損益に与える影響はあ

りません。

なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は9,569,667千円で

あります。

連結財務諸表規則の改正により、

当連結会計年度における連結貸借対

照表の純資産の部については、改正

後の連結財務諸表規則により作成し

ております。

─────── (減価償却方法の変更)

当中間連結会計期間より、法人税

法の改正（「所得税法の一部を改正

する法律 平成19年３月30日法律第

６号」および「法人税法施行令の一

部を改正する政令 平成19年３月30

日 政令第83号」）に伴い、平成19

年４月１日以降に取得したものにつ

いては、改正後の法人税法に基づく

方法に変更しております。なお、こ

の変更に伴う当中間連結会計期間の

損益に与える影響はありません。

───────



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成18年６月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年６月30日)

前連結会計年度末 
(平成18年12月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額

35,972千円 28,472千円 25,218千円

※２ イ 担保に供している資産

建物 160,347千円

土地 694,904千円

計 855,251千円

※２ イ 担保に供している資産

建物 156,159千円

土地 694,904千円

計 851,064千円

※２ イ 担保に供している資産

建物 158,251千円

土地 694,904千円

計 853,156千円

   ロ 上記に対応する債務

1年以内返済

予定長期借

入金

13,964千円

長期借入金 422,675千円

計 436,640千円

   ロ 上記に対応する債務

1年以内返済

予定長期借

入金

14,412千円

長期借入金 408,262千円

計 422,675千円

   ロ 上記に対応する債務

1年以内返済

予定長期借

入金

14,187千円

長期借入金 415,526千円

計 429,713千円

前中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

※１ 販売費及び一般管理費の

主な内訳

給与手当等 12,617千円

福利厚生費 3,639千円

決算関係費 19,572千円

支払手数料 8,081千円

租税公課 11,970千円

株式費 53,068千円

ビル管理費 3,663千円

※１ 販売費及び一般管理費の

主な内訳

給与手当等 15,695千円

福利厚生費 3,369千円

決算関係費 18,102千円

支払手数料 9,282千円

租税公課 11,102千円

株式費 36,456千円

ビル管理費 2,137千円

※１ 販売費及び一般管理費の

主な内訳

給与手当等 22,369千円

福利厚生費 6,811千円

決算関係費 32,755千円

支払手数料 16,778千円

租税公課 22,702千円

株式費 95,178千円

ビル管理費 7,557千円

※２ 営業外収益のうち、

受取利息及び 
配当金

54,867千円

為替差益 150,001千円

※２ 営業外収益のうち、

受取利息及び
配当金

55,357千円

※２ 営業外収益のうち、

受取利息及び 
配当金

112,802千円

為替差益 15,652千円

 

※３ 営業外費用のうち、

支払利息 6,980千円

社債発行費  
償却

1,181千円

 

※３ 営業外費用のうち、

支払利息 6,761千円

為替差損 84,580千円

※３ 営業外費用のうち、

支払利息 13,852千円

社債発行費  
償却

2,363千円

固定資産
廃棄損

2,601千円

※４ 減価償却実施額

有形固定資産 3,417千円

※４ 減価償却実施額

有形固定資産 3,228千円

※４ 減価償却実施額

有形固定資産 6,608千円



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間 (自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

１. 発行済株式に関する事項 

 
  

２. 自己株式に関する事項 

 
（変動事由の概要） 

増加は単元未満株式の買取りによる増加、減少は単元未満株式の買増しによる減少であります。 

  

３. 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４. 配当に関する事項 

該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間 (自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日) 

１. 発行済株式に関する事項 

 
  

２. 自己株式に関する事項 

 
（変動事由の概要） 

増加は単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

３. 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４. 配当に関する事項 

該当事項はありません。 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式（株） 1,362,999,999 ― ― 1,362,999,999

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式（株） 51,213 2,055 1,636 51,632

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式（株） 1,362,999,999 ― ― 1,362,999,999

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式（株） 54,727 4,150 ─ 58,877



前連結会計年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 

１. 発行済株式に関する事項 

 
  

２. 自己株式に関する事項 

 
（変動事由の概要） 

増加は単元未満株式の買取りによるものであり、減少は単元未満株式の買増請求に伴う処分によるものであります。 

  

３. 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４. 配当に関する事項 

該当事項はありません。 

  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(リース取引関係) 

  

 
  

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 1,362,999,999 ― ― 1,362,999,999

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 51,213 5,650 2,136 54,727

前中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

１ 現金及び現金同等物の中間連結

期末残高と中間連結貸借対照表

に記載されている科目の金額と

の関係

(平成18年６月30日現在)

現金及び
預金勘定

6,680,978千円

預金期間が
３ヶ月を超える
定期預金

―千円

現金及び
現金同等物

6,680,978千円

１ 現金及び現金同等物の中間連結

期末残高と中間連結貸借対照表

に記載されている科目の金額と

の関係

(平成19年６月30日現在)

現金及び
預金勘定

6,621,428千円

預金期間が
３ヶ月を超える
定期預金

─千円

現金及び
現金同等物

6,621,428千円

１ 現金及び現金同等物の連結会計

年度末残高と連結貸借対照表に

記載されている科目の金額との

関係

(平成18年12月31日現在)

現金及び
預金勘定

4,943,406千円

預金期間が
３ヶ月を超える
定期預金

―千円

現金及び
現金同等物

4,943,406千円

前中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

該当事項はありません。

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

同左

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

同左



(有価証券関係) 

(前中間連結会計期間) 

     時価のない主な有価証券の内容 

（単位：千円） 

 
  

(当中間連結会計期間) 

     時価のない主な有価証券の内容 

（単位：千円） 

 
  

(前連結会計年度) 

     時価のない主な有価証券の内容 

（単位：千円） 

 
  

(デリバティブ取引関係) 

  

前中間連結会計期間末（平成18年６月30日） 

当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間末（平成19年６月30日） 

当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度末（平成18年12月31日） 

当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間末（平成18年６月30日現在）

中間連結貸借対照表計上額

その他有価証券

非上場株式 1,152,430

当中間連結会計期間末（平成19年６月30日現在）

中間連結貸借対照表計上額

その他有価証券

非上場株式 1,232,730

前連結会計年度末（平成18年12月31日現在）

連結貸借対照表計上額

その他有価証券

非上場株式 1,191,230



(ストック・オプション等関係) 

  

前中間連結会計期間末（平成18年６月30日） 

該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間末（平成19年６月30日） 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度末（平成18年12月31日） 

該当事項はありません。 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品の名称 

  事業区分は製品の機能別種類により区分いたしました。 

  ［音響・映像機器事業］製品名…音響機器全般、映像機器全般、関連部品 

  ［その他の事業］アフターサービス、賃貸料 

２ 営業費用のうち消去又は全社の項目の金額は配賦不能営業費用の金額であり、その主なものは連結財務諸表

提出会社の総務・人事部門、経理・財務部門、企画調整部門に係わる費用であります。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品の名称 

  事業区分は製品の機能別種類により区分いたしました。 

  ［音響・映像機器事業］製品名…ホームシアター・スピーカーやアンプ等の音響機器、ＤＶＤプレーヤーや

液晶テレビ、プラズマテレビ等の映像機器 

  ［その他の事業］アフターサービス、賃貸料 

２ 営業費用のうち消去又は全社の項目の金額は配賦不能営業費用の金額であり、その主なものは連結財務諸表

提出会社の総務・人事部門、経理・財務部門、企画調整部門に係わる費用であります。 

  

音響・映像機器 
事業 
(千円)

その他の事業
(千円)

計
(千円)

消去又は
全社 
(千円)

連結 
(千円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

   外部顧客に 
   対する売上高

80,016 62,391 142,407 ― 142,407

   セグメント間の 
   内部売上高

― ― ― ― ―

計 80,016 62,391 142,407 ― 142,407

  営業費用 86,473 46,975 133,448 108,294 241,742

  営業利益又は 
  営業損失(△)

△6,456 15,415 8,959 (108,294) △99,334

音響・映像機器 
事業 
(千円)

その他の事業
(千円)

計
(千円)

消去又は
全社 
(千円)

連結 
(千円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

   外部顧客に 
   対する売上高

120,844 62,459 183,304 ─ 183,304

   セグメント間の 
   内部売上高

─ ─ ─ ─ ─

計 120,844 62,459 183,304 ─ 183,304

  営業費用 134,312 46,104 180,417 88,575 268,993

  営業利益又は 
  営業損失(△)

△13,467 16,354 2,886 (88,575) △85,689



前連結会計年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品の名称 

  事業区分は製品の機能別種類により区分いたしました。 

  ［音響・映像機器事業］製品名…ホームシアター・スピーカーやアンプ等の音響機器、ＤＶＤプレーヤーや

液晶テレビ、プラズマテレビ等の映像機器、関連部品 

  ［その他の事業］アフターサービス、賃貸料 

２ 営業費用のうち消去又は全社の項目の金額は配賦不能営業費用の金額であり、その主なものは連結財務諸表

提出会社の総務・人事部門、経理・財務部門、企画調整部門に係わる費用であります。 

音響・映像機器 
事業 
(千円)

その他の事業
(千円)

計
(千円)

消去又は
全社 
(千円)

連結 
(千円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

   外部顧客に 
   対する売上高

231,421 126,379 357,801 ― 357,801

   セグメント間の 
   内部売上高

― ― ― ― ―

計 231,421 126,379 357,801 ― 357,801

  営業費用 246,070 95,816 341,887 191,551 533,438

  営業利益又は 
  営業損失(△)

△14,648 30,563 15,914 (191,551) △175,637



  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年6月30日) 

 
(注) １ 国又は地域は地理的近接度により区分しております。 

２ 本邦以外の区分に属する地域の内訳は次の通りであります。 

アジア … シンガポール 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年１月１日 至 平成19年6月30日) 

 
(注) １ 国又は地域は地理的近接度により区分しております。 

２ 本邦以外の区分に属する地域の内訳は次の通りであります。 

アジア … シンガポール・香港 

  

  

日本 
(千円)

アジア
(千円)

計
(千円)

消去又は
全社 
(千円)

連結 
(千円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

   外部顧客に 
   対する売上高

121,692 20,715 142,407 ― 142,407

   セグメント間の 
   内部売上高

― 25,229 25,229 (25,229) ―

計 121,692 45,944 167,636 (25,229) 142,407

  営業費用 98,994 52,772 151,767 89,975 241,742

  営業利益又は 
  営業損失(△)

22,697 △6,828 15,869 (115,204) △99,334

日本 
(千円)

アジア
(千円)

計
(千円)

消去又は
全社 
(千円)

連結 
(千円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

   外部顧客に 
   対する売上高

183,304 ─ 183,304 ─ 183,304

   セグメント間の 
   内部売上高

─ 120,390 120,390 (120,390) ─

計 183,304 120,390 303,694 (120,390) 183,304

  営業費用 254,422 134,207 388,630 (119,637) 268,993

  営業損失 71,118 13,817 84,935 (753) 85,689



前連結会計年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 

 
(注) １ 国又は地域は地理的近接度により区分しております。 

２ 本邦以外の区分に属する地域の内訳は次の通りであります。 

アジア … シンガポール・香港 

  

日本 
(千円)

アジア
(千円)

計
(千円)

消去又は
全社 
(千円)

連結 
(千円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

   外部顧客に 
   対する売上高

336,967 20,833 357,801 ― 357,801

   セグメント間の 
   内部売上高

― 175,516 175,516 (175,516) ―

計 336,967 196,349 533,317 (175,516) 357,801

  営業費用 495,176 211,946 707,122 (173,683) 533,438

  営業損失 158,208 15,596 173,804 (1,832) 175,637



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年6月30日) 

(単位：千円) 

 
(注) １．地域は地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

(１) アジア …香港、マレーシア、シンガポール、タイ、台湾 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年１月１日 至 平成19年6月30日) 

(単位：千円) 

 
(注) １．地域は地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

(１) ヨーロッパ …スペイン 

(２) 中近東 …イスラエル 

(３) アジア …香港、シンガポール 

  

前連結会計年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 

(単位：千円) 

 
(注) １．地域は地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

(１) 北米 …アメリカ 

(２) 中南米 …アルゼンチン 

(３) ヨーロッパ …フランス、英領ヴァージン諸島 

(４) 中近東 …イスラエル、シリア 

(５) アジア …香港、マレーシア、シンガポール、タイ、韓国、台湾 

  

アジア

Ⅰ 海外売上高 104,711

Ⅱ 連結売上高 142,407

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合 73.5%

ヨーロッパ 中近東 アジア 計

Ⅰ 海外売上高 265 26,083 119,097 145,446

Ⅱ 連結売上高 183,304

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合

0.1% 14.2% 65.0% 79.3%

北米 中南米 ヨーロッパ 中近東 アジア 計

Ⅰ 海外売上高 1,209 5,384 210 30,587 243,251 280,643

Ⅱ 連結売上高 357,801

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合

0.3% 1.5% 0.1% 8.5% 68.0% 78.4%



(１株当たり情報) 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

 

１株当たり 

純資産額
6 円 95 銭

１株当たり 

中間純利益
0 円 08 銭

潜在株式調整後１株当たり中間純

利益については、潜在株式がない

ため、記載しておりません。

 

 

１株当たり 

純資産額
7 円 13 銭

１株当たり 

中間純損失
 0 円 09 銭

潜在株式調整後１株当たり中間純

利益については、潜在株式がない

ため、及び中間純損失であるため

記載しておりません。

 

 

１株当たり 

純資産額
7 円 02 銭

１株当たり 

当期純損失
0 円 04 銭

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益については、潜在株式がない

ため、及び当期純損失であるため

記載しておりません。

(注)

１株当たり中間純利益の算定基礎

は以下の通りであります。

 

 

(注) 算定上の基礎

1.１株当たり純資産額

中間連結貸借対
照表上の純資産
の部の合計額

9,723,695千円

普通株式に係る

純資産額
9,723,695千円

普通株式の自己

株式数
58,877株

1株当たり純資産
額の算定に用い
られた普通株式
の数

1,362,941,122

株

 

２.１株当たり中間純損失

中間純損失 123,829千円

普通株主に帰属

しない金額
─千円

普通株式に係る

中間純損失
123,829千円

期中平均株式数
1,362,942,407

株

 

 

(注) 算定上の基礎

1.１株当たり純資産額

連結貸借対照表
上の純資産の部
の合計額

9,569,667千円

普通株式に係る

純資産額
9,569,667千円

普通株式の自己

株式数
54,727株

1株当たり純資産
額の算定に用い
られた普通株式
の数

1,362,945,272

株

２.１株当たり当期純損失

当期純損失 61,223千円

普通株主に帰属

しない金額
─千円

普通株式に係る

当期純損失
61,223千円

期中平均株式数
1,362,947,845

株

 

中間純利益 105,149千円

普通株主に帰属

しない金額
―

普通株式に係る

中間純利益
105,149千円

期中平均株式数 1,362,948千株

 

(追加情報)

当中間連結会計期間から、改正後

の「１株当たり当期純利益に関す

る会計基準」（企業会計基準委員

会 最終改正平成18年１月31日

企業会計基準第２号）及び「１株

当たり当期純利益に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準委

員会 最終改正平成18年１月31日

企業会計基準適用指針第４号）を

適用しております。

これによる影響はありません。

 



(重要な後発事象） 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

平成18年7月14日開催のサンスイ・

セールス・ピーティーイー・リミテ

ッド取締役会において、同社全額出

資による子会社を設立し、新たに白

物家電事業を開始することを決議い

たしました。

１．会社設立の目的

当社連結子会社であるサンスイ・

セールス・ピーティーイー・リミテ

ッド（本店所在地068909シンガポー

ル オーバーシーズ ユニオン トラ

スト ビルディング146ロビンソン 

ロード、#01－01、代表者  取締役 

ルビー・リー）は、ホーム・シアタ

ー・システムやプラズマ・ディスプ

レイなどのデジタル家電の販売を展

開しておりますが、このたび、冷蔵

庫、エアコン、洗濯機などの白物家

電市場への参入を目的として、同社

100％出資子会社を設立することと

いたしました。

２．設立する会社の概要

(1)商号 ：サ ン ス イ・カ デ

ン・リミテッド

(2)代表者 ：取 締 役  マ イ ケ

ル・エ ー・ビ ー・

ビニー

(3)本店所在地：P.O. Box 957、オ

フショア インコ

ー ポ レ ー シ ョ ン

センター、ロード

タ ウ ン、ト ー ト

ラ、英領ヴァージ

ン諸島

(4)設立年月日：平成18年7月14日

(5)主な事業 

  内容

：白物家電製品の販

売

(6)決算期 ：12月31日

(7)従業員数 ：3名

(8)資本の額 ：1米ドル

(9)株主構成 ：サンスイ・セール

ス・ピーティーイ

ー・リ ミ テ ッ ド

（100%）

─────── 当社は、国内市場の縮小に伴い

事実上一時中止となっておりまし

た国内販売について、この度再開

することを決定いたしました。

１．国内販売再開に至った経緯

当社の連結子会社であるサンス

イ・セールス・ピーティーイ

ー・リミテッドと、国内大手カ

タログ通販会社との商談成立に

より、国内販売の再開が決定し

たものであります。

２．商品の概要

MP3プレーヤー専用スピーカー

等の音響製品を中心に考えてお

ります。

３．販売開始日

平成１９年４月３０日（予定）

４．今後の見通し

本件による当期の当社連結業績

に与える影響は軽微でありま

す。



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

 

前中間会計期間末

(平成18年６月30日)

当中間会計期間末

(平成19年６月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成18年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 1,204,966 997,375 1,101,291

 ２ 受取手形 597 443 236

 ３ 売掛金 13,981 13,304 11,866

 ４ たな卸資産 25,164 24,205 24,660

 ５ 未収入金 18,151 60,934 22,393

 ６ その他 15,814 14,920 6,425

 ７ 貸倒引当金 △30 △67 △38

  流動資産合計 1,278,645 13.0 1,111,116 11.6 1,166,836 12.1

Ⅱ 固定資産

 1 有形固定資産 ※１

  (１) 建物 7,907 5,371 5,732

  (２) 工具・器具 
    及び備品

2,960 1,508 1,774

  (３) 車両運搬具 1,150 783 932

   有形固定資産 
   合計

12,019 0.1 7,663 0.1 8,439 0.1

 ２ 無形固定資産 1,108 0.0 996 0.0 1,052 0.0

 ３ 投資その他の資産

  (１)投資有価証券 30 30 30

  (２)関係会社株式 3,000 3,000 3,000

  (３)関係会社 
    長期貸付金

8,277,517 8,277,517 8,277,517

  (４)長期未収入金 240,507 321,114 321,114

  (５)破産更生債権 427 ─ 427

  (６)保証金及び敷金 31,528 31,528 31,528

  (７)貸倒引当金 △427 △159,501 △159,929

   投資その他の 
   資産合計

8,552,583 86.9 8,473,688 88.3 8,473,688 87.8

  固定資産合計 8,565,710 87.0 8,482,348 88.4 8,483,180 87.9

Ⅲ 繰延資産

 １ 社債発行費 1,181 ─ ─

  繰延資産合計 1,181 0.0 ─ ─ ─ ─

  資産合計 9,845,537 100.0 9,593,465 100.0 9,650,016 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成18年６月30日)

当中間会計期間末

(平成19年６月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成18年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 ─ 24,432 704

 ２ 未払金 90,706 28,352 21,802

 ３ 未払法人税等 11,105 11,105 10,976

 ４ 預り金 ─ 1,164 275

 ５ 展示商品販売 
   促進費引当金

1,584 1,584 1,584

 ６ その他 7,223 14,552 26,481

  流動負債合計 110,619 1.1 81,190 0.8 61,823 0.6

Ⅱ 固定負債

 １ 長期未払退職金 15,435 13,887 13,887

 ２ 預り敷金 19,968 19,968 19,968

  固定負債合計 35,404 0.4 33,856 0.4 33,856 0.4

  負債合計 146,023 1.5 115,047 1.2 95,680 1.0

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 5,794,263 58.8 5,794,263 60.4 5,794,263 60.0

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 3,900,000 3,900,000 3,900,000

  (2) その他 
    資本剰余金

34 38 38

   資本剰余金 
   合計

3,900,034 39.6 3,900,038 40.6 3,900,038 40.4

 ３ 利益剰余金

  (1) その他 
    利益剰余金

    繰越利益 
    剰余金

6,233 △214,691 △138,858

   利益剰余金 
   合計

6,233 0.1 △214,691 △2.2 △138,858 △1.4

 ４ 自己株式 △1,017 △0.0 △1,192 △0.0 △1,106 △0.0

   株主資本合計 9,699,514 98.5 9,478,417 98.8 9,554,336 99.0

   純資産合計 9,699,514 98.5 9,478,417 98.8 9,554,336 99.0

   負債純資産合計 9,845,537 100.0 9,593,465 100.0 9,650,016 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前事業年度の 
要約損益計算書

(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 121,692 100.0 183,304 100.0 336,967 100.0

Ⅱ 売上原価 115,751 95.1 179,274 97.8 324,557 96.3

   売上総利益 5,940 4.9 4,029 2.2 12,409 3.7

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費

※３ 123,118 101.2 100,986 55.1 222,141 65.9

   営業損失 117,177 △96.3 96,957 △52.9 209,731 △62.2

Ⅳ 営業外収益 ※１ 121,052 99.5 23,866 13.0 235,660 69.9

Ⅴ 営業外費用 ※２ 1,258 1.0 2,136 1.1 8,298 2.5

   経常利益又は 
     経常損失(△)

2,615 2.2 △75,228 △41.0 17,630 5.2

Ⅵ 特別損失 ― ― ─ ─ 159,501 47.3

   税引前中間純利益 
   又は税引前中間 
   (当期)純損失(△)

2,615 2.2 △75,228 △41.0 △141,871 △42.1

   法人税、住民税 
   及び事業税

605 0.5 605 0.3 1,210 0.4

   中間純利益又は 
   中間(当期) 
   純損失(△)

2,010 1.7 △75,833 △41.3 △143,081 △42.5



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

 
  

当中間会計期間(自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日) 

 
  

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本 

合計資本準備金
その他資本

剰余金

その他利益

剰余金

繰越利益 

剰余金

平成17年12月31日残高

（千円）
5,794,263 3,900,000 11 4,222 △982 9,697,514 9,697,514

中間会計期間中の変動額

自己株式処分差益 23 23 23

中間純利益 2,010 2,010 2,010

自己株式の取得 △65 △65 △65

自己株式の処分 31 31 31

中間会計期間中の変動額

合計（千円）
― ― 23 2,010 △34 1,999 1,999

平成18年６月30日残高

（千円）
5,794,263 3,900,000 34 6,233 △1,017 9,699,514 9,699,514

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本 

合計資本準備金
その他資本

剰余金

その他利益

剰余金

繰越利益 

剰余金

平成18年12月31日残高

（千円）
5,794,263 3,900,000 38 △138,858 △1,106 9,554,336 9,554,336

中間会計期間中の変動額

中間純損失 △75,833 △75,833 △75,833

自己株式の取得 △85 △85 △85

中間会計期間中の変動額

合計（千円）
─ ─ ─ △75,833 △85 △75,918 △75,918

平成19年６月30日残高

（千円）
5,794,263 3,900,000 38 △214,691 △1,192 9,478,417 9,478,417



前事業年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 

  

 
  

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本 

合計資本準備金
その他資本

剰余金

その他利益

剰余金

繰越利益 

剰余金

平成17年12月31日残高

（千円）
5,794,263 3,900,000 11 4,222 △982 9,697,514 9,697,514

事業年度中の変動額

自己株式処分差益 27 27 27

当期純損失 △143,081 △143,081 △143,081

自己株式の取得 △165 △165 △165

自己株式の処分 41 41 41

事業年度中の変動額合計

（千円）
― ― 27 △143,081 △123 △143,177 △143,177

平成18年12月31日残高

（千円）
5,794,263 3,900,000 38 △138,858 △1,106 9,554,336 9,554,336



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象または状況 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

当社は当中間会計期間を含め、継

続的に営業損失を計上しておりま

す。当該状況により、継続企業の前

提に関する重要な疑義が存在してお

りますが、当社は、グランデ・グル

ープの支援のもとで経営構造改革に

取組んでおります。 

当社グループの経営構造改革は、引

き続きグランデ・グループの支援の

もと、売上の増大ならびにコストの

削減等により、営業収支の改善に努

めてまいります。同グループの支援

の継続如何は、当社の財政状態及び

事業継続に重大な影響を及ぼす可能

性があります。

中間財務諸表は継続企業を前提と

して作成されており、このような重

要な疑義の影響を中間財務諸表には

反映しておりません。

同左 当社は当事業年度を含め、継続的

に営業損失を計上しております。当

該状況により、継続企業の前提に関

する重要な疑義が存在しております

が、当社は、グランデ・グループの

支援のもとで経営構造改革に取組ん

でおります。この経営構造改革は、

引き続きグランデ・グループの支援

のもと、売上の増大ならびにコスト

の削減等により、営業収支の改善に

努めてまいります。同グループの支

援の継続如何は、当社の財政状態及

び事業継続に重大な影響を及ぼす可

能性があります。

財務諸表は継続企業を前提として

作成されており、このような重要な

疑義の影響を財務諸表には反映して

おりません。



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) たな卸資産

製品

先入先出法による原価法に

よっております。

貯蔵品

移動平均法による原価法に

よっております。

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) たな卸資産

貯蔵品

移動平均法による原価法に

よっております。

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) たな卸資産

貯蔵品

同左

(2) 有価証券

子会社株式及び関連会社株式

総平均法による原価法によ

っております。

その他有価証券

時価のないもの

総平均法による原価法に

よっております。

(2) 有価証券

子会社株式及び関連会社株式

同左

 

その他有価証券

時価のないもの

同左

 

(2) 有価証券

子会社株式及び関連会社株式

同左

 

その他有価証券

時価のないもの

同左

 

 

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

…定率法

なお、主な耐用年数は次の

通りであります。

建物 10～38年

工具・器具
及び備品

2年～6年

車両運搬具 6年

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

…定率法

同左

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

…定率法

同左

(2) 無形固定資産

…定額法

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左

３ 繰延資産の処理方法

社債発行費

：社債発行期間（3年）に亘り

均等償却しております。

３ 繰延資産の処理方法

―――――

３ 繰延資産の処理方法

社債発行費

：社債発行期間（3年）に亘り

均等償却しております。

４ 重要な外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。

４ 重要な外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算の基準

同左

４ 重要な外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、決算日

の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処

理しております。



 
  

  

前中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

５ 引当金の計上基準

貸倒引当金

：債権の貸倒損失に備えるた

め、過去の貸倒発生率及び個

別的な債権の貸倒見積額に基

づいた金額を計上しておりま

す。

５ 引当金の計上基準

貸倒引当金

同左

５ 引当金の計上基準

貸倒引当金

同左

展示商品販売促進費引当金

：過去に小売店に販売した製品

のうち、小売店内に展示して

あるものの販売を促進するた

めに、一定金額の事後値引の

実施に伴い発生する諸費用に

備えるため、その見積額を引

当計上しております。

展示商品販売促進費引当金

同左

展示商品販売促進費引当金

同左

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

消費税等の会計処理方法

消費税等の会計処理方法は、税

抜方式によっております。

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

消費税等の会計処理方法

同左

６ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

消費税等の会計処理方法

同左



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 
  

  

前中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

(固定資産の減損に係る会計基準)

当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成

14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号）を適用しております。

これによる損益に与える影響はあ

りません。

───── (固定資産の減損に係る会計基準)

当事業年度から「固定資産の減

損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準委員会 平

成15年10月31日 企業会計基準適

用指針第６号）を適用しておりま

す。

これによる損益に与える影響は

ありません。

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等)

当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号）

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。

これによる損益に与える影響はあ

りません。

なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は9,699,514千円で

あります。

中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間貸

借対照表の純資産の部については、

改正後の中間財務諸表等規則により

作成しております。

───── (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等)

当事業年度から「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成

17年12月９日 企業会計基準第５

号）及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準委員会 平

成17年12月９日 企業会計基準適

用指針第８号）を適用しておりま

す。

これによる損益に与える影響は

ありません。

なお、従来の「資本の部」の合

計に相当する金額は9,554,336千円

であります。

財務諸表等規則の改正により、

当事業年度における貸借対照表の

純資産の部については、改正後の

財務諸表等規則により作成してお

ります。

───── (減価償却方法の変更)

当中間会計期間より、法人税法の

改正（「所得税法の一部を改正する

法律 平成19年３月30日法律第６

号」および「法人税法施行令の一部

を改正する政令 平成19年３月30日

政令第83号」）に伴い、平成19年４

月１日以降に取得したものについて

は、改正後の法人税法に基づく方法

に変更しております。なお、この変

更に伴う当中間会計期間の損益に与

える影響はありません。

─────



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

 
  

(中間損益計算書関係) 

  

 
  

(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間（自 平成18年1月1日 至 平成18年6月30日） 

自己株式に関する事項 

 
（変動事由の概要） 

増加は単元未満株式の買取りによる増加、減少は単元未満株式の買増しによる減少であります。 

  

当中間会計期間（自 平成19年1月1日 至 平成19年6月30日） 

自己株式に関する事項 

 
  

（変動事由の概要） 

増加は単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

前事業年度（自 平成18年1月1日 至 平成18年12月31日） 

自己株式に関する事項 

 
（変動事由の概要） 

増加は単元未満株式の買取りによるものであり、減少は単元未満株式の買増請求に伴う処分によるものでありま

す。 

摘要
前中間会計期間末 
(平成18年６月30日)

当中間会計期間末
(平成19年６月30日)

前事業年度末 
(平成18年12月31日)

※１ 有形固定資産の

減価償却累計額
21,730千円 9,447千円 8,671千円

摘要
前中間会計期間

(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

※１ 営業外収益のうち、

受取利息及び
配当金

99,562千円 21,679千円 204,400千円

為替差益 12,995千円 ― 21,637千円

※２ 営業外費用のうち、

為替差損 ― 1,342千円         ―

社債発行費償却 1,181千円 ― 2,363千円

固定資産廃棄損 ― ― 2,601千円

※３ 減価償却実施額

有形固定資産 1,050千円 776千円 2,068千円

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 51,213 2,055 1,636 51,632

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 54,727 4,150 ─ 58,877

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 51,213 5,650 2,136 54,727



(リース取引関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても該当する事項はありません。

  

(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式

で時価のあるものはありません。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 
  

(重要な後発事象) 

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年１月１日
至 平成19年６月30日)

前事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

――――― ――――― 当社は、国内市場の縮小に伴い事

実上一時中止となっておりました国

内販売について、この度再開するこ

とを決定いたしました。

１．国内販売再開に至った経緯

当社の連結子会社であるサン

スイ・セールス・ピーティーイ

ー・リミテッドと、国内大手カ

タログ通販会社との商談成立に

より、国内販売の再開が決定し

たものであります。

２．商品の概要

MP3プレーヤー専用スピーカー

等の音響製品を中心に考えてお

ります。

３．販売開始日

平成１９年４月３０日（予定）

４．今後の見通し

本件による当期の当社業績に

与える影響は軽微であります。



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

  

(１) 有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第70期)

自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日

平成19年３月29日 
関東財務局長に提出

(２) 臨時報告書
平成19年５月21日 
関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号(主要株主の異動)の規定に基づく臨時報告
書であります。



  

該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年9月28日

  

山 水 電 気 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られている山水電気株式会社の平成18年1月1日から平成18年12月31日までの連結会計年度の中間連結会

計期間（平成18年1月1日から平成18年6月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸

借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算

書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、

当監査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の

判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監

査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監

査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判

断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財

務諸表の作成基準に準拠して、山水電気株式会社及び連結子会社の平成18年6月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成18年1月1日から平成18年6月30日まで）の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、山水電気株式会社は継続的に営業損失を計上してお

り、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に

記載されている。中間連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義

の影響を中間連結財務諸表には反映していない。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

  

以上

監査法人アリア

代表社員
業務執行社員

公認会計士 茂木秀俊  ㊞

代表社員
業務執行社員

公認会計士 山中康之  ㊞



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成19年9月26日

  

山 水 電 気 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている山水電気株式会社の平成19年1月1日から平成19年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計

期間（平成19年1月1日から平成19年6月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借

対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書

について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

  

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当

監査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判

断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査

は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査

法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断

している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財

務諸表の作成基準に準拠して、山水電気株式会社及び連結子会社の平成19年6月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成19年1月1日から平成19年6月30日まで）の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 

追記情報 

  継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、山水電気株式会社は継続的に営業損失を計上してお

り、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記

載されている。中間連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影

響を中間連結財務諸表には反映していない。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

  

以上

監査法人アリア

代表社員
業務執行社員

公認会計士 茂木秀俊  ㊞

代表社員
業務執行社員

公認会計士 山中康之  ㊞



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年9月28日

  

山 水 電 気 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られている山水電気株式会社の平成18年1月1日から平成18年12月31日までの第70期事業年度の中間会計

期間（平成18年1月1日から平成18年6月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及

び中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、

当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損

なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析

的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人

は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断してい

る。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の

作成基準に準拠して、山水電気株式会社の平成18年6月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する

中間会計期間（平成18年1月1日から平成18年6月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示して

いるものと認める。 

  

追記情報 

継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は継続的に営業損失を計上しており、継続企業

の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されてい

る。中間財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を中間財務

諸表には反映していない。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以上

  

監査法人アリア

代表社員
業務執行社員

公認会計士 茂木秀俊  ㊞

代表社員
業務執行社員

公認会計士 山中康之  ㊞



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成19年9月26日

  

山 水 電 気 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている山水電気株式会社の平成19年1月1日から平成19年12月31日までの第71期事業年度の中間会計期

間（平成19年1月1日から平成19年6月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中

間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当

監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的

手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、

中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の

作成基準に準拠して、山水電気株式会社の平成19年6月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する

中間会計期間（平成19年1月1日から平成19年6月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示して

いるものと認める。 

 

追記情報 

  継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は継続的に営業損失を計上しており、継続企業の

前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。

中間財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を中間財務諸表に

は反映していない。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以上

  

監査法人アリア

代表社員
業務執行社員

公認会計士 茂木秀俊  ㊞

代表社員
業務執行社員

公認会計士 山中康之  ㊞
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